
 

 

 

 

 

 

 

1. はじめに 

2011 年東北地方太平洋沖地震では甚大な被害が生じ、

杭基礎の被害も見られた 1)、2)。現行の法基準では、上部構

造は大地震に対する設計が義務付けられているのに対し

て、下部構造は大地震に対して安全性の検討が義務付け

られていない 3)。杭基礎などの下部構造に被害が生じると

建物が傾斜するなどの被害が生じるが人命に関わるよう

な事態が起こりにくいということが、下部構造の大地震

時に対する安全性の検討が規定されていない理由の 1 つ

である。しかし、杭基礎に被害が生じると建物の継続的

な使用が困難になる場合があるため、特に避難所となる

ような建物では杭基礎の被害を防ぐ必要がある。そのた

め今後は杭基礎についても大地震に対する設計が必要に

なると考えられる 4)。 

 2011 年東北地方太平洋沖地震によって、杭基礎に被害

を受けた学校建物の上部構造の耐力や被害杭に生じる応

力に着目して検討された既往の研究 5)では、耐震壁による

応力の集中及び、上部構造の偏心が被害の一因であると

推測されている。また、同建物の杭基礎について単杭モ

デルを用いて上部構造から杭に作用する軸力やせん断力

に着目して検討された既往の研究 6)では、杭頭付近に応力

及び変形が集中しており、杭頭の降伏は表層地盤や耐震

壁の影響を大きく受けることが推測されている。しかし、

地盤変形を考慮した検討は十分になされていない。そこ

で本研究では、検討対象建物の地盤の相対変位を 1 次元

地震応答解析によって求め、次にその変位を用いて単杭

モデルの変位増分解析を行い杭に生じる応力を算定して、

地盤変形による杭基礎被害への影響を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 検討対象建物概要 

2.1 建物概要 

検討対象建物は、2011 年東北地方太平洋沖地震の被害

に遭った学校建物で、杭基礎を有する 3 階建ての RC 造建

物である。地下階はなく、桁行方向が 11 スパンのラーメ

ン構造（一部耐震壁）、梁間方向が 5 スパンの耐震壁を含

むラーメン構造である。本建物に配置されている壁の大

半には開口が設けられている。図 1 に杭伏図と柱状図を

示す。基礎は杭基礎で、杭には PHC 杭（B 種）400φ が

用いられており、現行の技術基準に従った耐震設計（許

容応力度設計）が行われている。また、本建物は支持地

盤が傾斜しているため 13、14、16m と長さの異なる杭が

使用されており、1~4 通りが 13ｍ（48 本）、5~9 通りが 14

ｍ（71 本）、10~12 通りが 16m（36 本）の計 155 本である。

地盤は第 2 種地盤である。 

2.2 被害概要 

 既往の報告 7)によると上部構造は 9、10 通りの柱と壁に、

幅 1~2mm のひび割れが見られたが、コンクリートの剥落

はわずかで、鉄筋は露出していない。下部構造は 10~12

通りの杭頭がすべて圧壊しており、PC 鋼材が露出し変形

もしていた。さらに、9 通りを境に東側に建物が沈下して

いた。なお、液状化は見られなかった。 

3. 地盤の応答解析 

3.1 解析概要 

 図 2 に地盤の解析の模式図を示す。まず、観測点にお

ける地震波をもとに引き戻し計算によって基盤における

地震波を算出する。以下、この地震波を引き戻し基盤波

と呼ぶこととする。続いて、引き戻し基盤波を用いて、1  

 

 

               

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 杭伏図と柱状図 
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次元地震応答解析により検討対象建物の地盤変形を算出

する。本解析で用いる基盤の単位体積重量は 20t/m3、せん

断波速度は 480m/s とし、地盤の減衰定数は一律で 5％と

した。 

3.2 引き戻し基盤波の作成 

 2011 年東北地方太平洋沖地震時に検討対象建物の最寄

りの K-NET 観測点で観測された EW 方向と NS 方向の 2

つの強震記録を用いる。観測された地震波は地表面上の

ものであるので、観測点の地盤をモデル化し、基盤面に

入射される波形を引き戻し計算(時刻歴解析)によって求め

た。解析には SHAKE8)を用いた。観測点の地盤条件を表 1

に示す。地表面で得られた地震波を入力するので進行波

(E)のみが含まれていることから露頭波(E)で入力した。ま

た、時刻歴解析により算出した観測点と基盤における加

速度時刻歴と加速度応答スペクトルを図 3 に示す。短周

期を除くと、EW 地震波では周期 0.7 秒付近にピークがあ

り、ピーク時の観測点の加速度に対する基盤の加速度の

比は約 0.88 である。NS 地震波では周期 0.4 秒付近にピー

クがあり、ピーク時の観測点の加速度に対する基盤の加

速度の比は約 0.65 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 引き戻し計算と 1 次元地震応答解析の模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 加速度時刻歴と加速度応答スペクトル 

3.3 検討対象建物の地盤の相対変位の算出 

 検討対象建物には 13、14、16m の長さの異なる杭が用

いられているので、各杭に対応する地盤をモデル化し、

3.2 節で求めた引き戻し基盤波を用いて 1 次元地震応答解

析を行い、基盤を基準にした相対変位を算出した。解析

には SHAKE8)を用い、等価線形解析を行った。また、解

析に用いるせん断波速度は 2 通りの方法で求めたものを

用いた。1 つ目は K-NET 観測点の土質データに基づいて

設定した値(以下、せん断波速度①と呼ぶこととする)であ

り、この場合の地盤条件を表 2 に示す。密度は観測点の

地盤条件(表 1)のせん断波速度が同じ箇所の密度の平均値

を採用した。2 つ目は標準貫入試験の N 値からせん断波

速度の値を求める方法 9)(以下、せん断波速度②と呼ぶこ

ととする)で式(1)に示す。 

Vs=97.0N0.314 （m/s）        式(1) 

この場合の N 値(図 1)とせん断波速度の関係を表 3 に示す。

密度と単位体積重量については表 2 と同じである。求め

る相対変位は、(EW 地震波と NS 地震波の 2 種類)×(13、

14、16m の杭の地盤の 3 種類)×(せん断波速度①とせん断

波速度②の 2 種類)の計 12 ケースである。 

3.4 解析結果・考察 

 図 4 に基盤を基準にした地盤の相対変位の分布図を示

す。せん断波速度①を用いた場合では、13m 杭の地盤で

は深度 0～6m、14m 杭と 16m 杭の地盤では深度 0～8m に

おいて変位は緩やかに変化した。また、13m 杭の地盤で 

        

表 1 観測点の地盤条件  表 2 検討対象建物の地盤条件 

                  

            

 

    

 

 

 

 

 

      

表 3 N 値とせん断波速度の関係 
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は深度 11～13m、14m 杭の地盤では深度 13～14m、16m

杭の地盤では深度 14～16m においても変位は緩やかに変

化した。それに対して、13m 杭の地盤では深度 6～11m、

14m 杭の地盤では深度 8～13m、16m 杭の地盤では深度 8

～14m において変位は急に変化した。従って、この地盤

は杭の中間部で変位が大きい地盤であると言える。この

変位が急に変化した位置は表 2 に示すせん断波速度が

160m/s の範囲と一致する。 

一方、せん断波速度②を用いた場合では、せん断波速

度①を用いた場合と同様に杭の中間部で地盤変位が大き

くなる様子が伺えるがそれほど明確ではなかった。また、

せん断波速度①を用いた方が、全体的に相対変位が大き

くなった。これは表 2、表 3 に示すようにせん断波速度①

で 160m/s であった深度においてせん断波速度②では

160m/s よりも大きい値となるためである。 

2 種類の地震波について見ると、せん断波速度①を用い

た場合では 13m 杭の地盤ではほとんど同じで 14、16m 杭

の地盤では NS 地震波を用いた方が全体的に相対変位は大

きくなった。一方でせん断波速度②を用いた場合では EW

地震波と NS 地震波による違いはほとんど無かった。 

4. 地盤変形を考慮した杭の解析 

4.1 解析概要 

1 次元地震応答解析によって求めた地盤の相対変位を、

図 5 に示すように水平地盤バネを介して杭に作用させ変

位増分解析を行った。なお、解析は各節点が図 4 に示す

地盤の相対変位の値に達した時点で終了した。解析には

汎用解析プログラム 10)を用いた。3 章ではせん断波速度を

2 種類用いて解析を行ったが、せん断波速度②を用いたケ

ースよりもせん断波速度①を用いたケースの方が、全体

的に相対変位が大きかったことから杭の被害は大きくな

ることが推測できる。よって本解析では、杭の被害とい

う観点から、せん断波速度①を用いたケースの相対変位

を使い解析を行った。なお、杭の軸力は軸力 0kN と圧縮

軸力 500kN の 2 ケースを設定した。 

4.2 モデル化  

 図 5 に示すように杭は単杭モデルとし、杭断面は標準

的な PHC 杭(φ400)を参考にし、杭断面を 36 分割した

Fiber モデルでモデル化した。杭は 100cm ずつの要素に分

割し、その節点に水平地盤バネを取り付け、杭先端をピ

ン支持とした。単杭モデルは検討対象建物の杭基礎に従

い 13、14、16m の 3 種類を作成した。なお、本モデルで

は地表面から杭先端までを杭長とした。 

図 6 に水平地盤バネの骨格曲線のモデル図 6)を示す。水

平地盤バネは、参考文献 11)に基づいて水平方向の極限地

盤反力𝑃𝑚𝑎𝑥を求め、水平地盤反力 P と水平変位 d の関係

を表す曲線を描き、d=0.1m のときの地盤反力を𝐹𝑢とし、

1/3𝐹𝑢となる点を第 1 折れ点の地盤反力𝐹𝑐とする。また、

第 2 折れ点後の剛性を初期剛性の 1/10000 として、面積が

等価となる点を第 2 折れ点とし、そのときの地盤反力を

塑性地盤反力𝐹𝑦とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 4 基盤を基準にした地盤の相対変位分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 杭のモデル化    図 6 水平地盤バネのモデル化 

 

4.3 解析結果・考察 

杭の軸力 0kN のケースと圧縮軸力 500kN のケースでは

ほぼ同様の結果であったので、ここでは軸力 0kN のケー

スのみを示す。 

 図 7 に杭先端を基準にした杭の相対変位の分布図を示

す。どのモデルも地盤の変形に従って杭が変形している

ことが確認できた。 

 図 8 に杭の曲げモーメントの分布図を示す。杭の深さ

方向で見ると、どの杭も杭頭付近で曲げモーメントの値

は小さかった。杭頭付近と比べて、13m 杭では深度 6m 付

近、14、16m 杭では深度 8m 付近で曲げモーメントの値は

大きかった。また、13m 杭では深度 11～12m 付近、14m

杭では深度 13m 付近、16m 杭では深度 14～15m 付近でも

曲げモーメントの値は大きかった。杭長別で見ると、13m

杭よりも 14m 杭、14m 杭よりも 16m 杭で曲げモーメント

の最大値は大きかった。地震波別で見ると、EW 地震波よ

りも NS 地震波の方が杭の全長にわたって曲げモーメント 

の値は大きかった。 
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図 9 に杭のせん断力の分布図を示す。杭の深さ方向で

見ると、どの杭も杭頭付近でせん断力の値は小さかった。

杭中間部や杭先端では杭頭付近と比べてせん断力の値は

大きかった。杭長別で見ると、EW 地震波と NS 地震波で

違いが見られた。EW 地震波ではどの杭もせん断力の最大

値はほぼ一定だったが NS 地震波では 14m 杭と 16m 杭の

先端でせん断力の最大値は大きかった。地震波別で見る

と、EW 地震波よりも NS 地震波の方が杭先端でせん断力

の値は大きかった。 

杭頭付近において、曲げモーメントとせん断力のいず

れも小さい値となったことから、地盤変位が杭頭の被害

に与える影響は小さい。一般的な PHC 杭の B 種のφ400

の軸力 0kN 時の許容曲げモーメントは長期で 51kN・m、

短期で 62kN・m であり、許容せん断力は長期で 116kN、

短期で 147kN である 12)ことから、本解析で算出した応力

が許容応力度よりも小さいことが分かる。従って、地盤

変位による杭基礎被害への影響は小さいと言える。 

5. まとめ 

1 次元地震応答解析で求めた地盤の相対変位を用いて単

杭モデルの変位増分解析を実施した。杭の応力に着目し

て検討し、以下の知見が得られた。 

(1)NS 地震波の方が EW 地震波よりも地盤の相対変位が大

きく、それに対応して杭に生じる応力も大きくなった。 

(2)相対変位の増加が大きい杭中間部で応力が大きく、杭

頭付近の応力は小さかった。また、杭長が長いほど地

盤変位の影響が大きかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)地盤変位によって杭に生じる応力は許容応力度よりも

小さく、地盤変位による杭基礎被害への影響は小さい。 
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